
「コミュニティバス導入ガイドライン（仮）」 
の策定方針について 
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松戸市 街づくり部 交通政策課 
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松戸市みんなが元気になる公共交通の検討会議（第６回） 
資料２ 



 公共交通不便地域への対応 

 本市では中和倉地区を含め、公共交通不便地域を13地区設定しており、その解消が望まれる。 

 しかし、民間事業者だけで当該地域の公共交通を確保するのは、採算性等の観点から困難。 

 今後は、行政支援によるコミュニティバス導入も選択肢の一つとして検討するため、 

平成29年12月16日より中和倉地区をモデル地区として、コミュニティバスの実証運行を開始。 

 実証運行から得られたコミュニティバス導入の課題 

 ルート等の検討から運行開始・継続に至るまでの経過を踏まえると、 「地域」、「行政」、「事業者」

の各々が役割を担い、「３者協働」での検討が必要で、特に「地域」の積極的な協力が不可欠 

 各公共交通不便地域に優先順位を定めての順番に対策を検討していくのは不公平かつ非効率 

 そこで、検討手順等をある程度ルール化することで、複数の地域で同時かつ公平に検討を進め

ることが可能となり、効率的・効果的なコミュニティバスの導入・運行につながると考えられる。 

 その他、既存バス路線との競合、市の予算制約等も課題となる。 

ガイドライン策定の背景・趣旨（１） 
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 行政主導によるコミュニティバスの現状 

 近年、公共交通不便地域の解消策や、廃止された民間路線バス等の代替手段として、 

コミュニティバスを導入する自治体が急速に増加。 

 一方で、導入後、適正かつ効率的な運行がなされているかをチェックする体制が不十分で、 

ニーズを把握・反映する取組がなされず、廃止等に追い込まれるケースが散見される。 

 「コミュニティバス導入ガイドライン（仮）」の策定 

 他の地域への展開も見据え、実証運行で蓄積した知見・ノウハウ等を基に、「地域」、「行政」、「事

業者」が「協働」して、コミュニティバスの導入や運行改善等を検討する仕組みを構築。 

 具体的には、コミュニティバスのコンセプトや「地域」、「行政」、「事業者」の役割分担を明記すると

ともに、「地域」がコミュニティバスの導入や運行改善等を検討する際の検討手順や方法、手続き

等を示し、「地域」に「手引き」として活用してもらうことで、地域のニーズに合致した持続可能な運

行を実現。 

ガイドライン策定の背景・趣旨（２） 
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1. コミュニティバスの基本方針 

1-1 コミュニティバスの役割 

1-2 検討対象区域（公共交通不便地域） 

1-3 コミュニティバスのサービス水準 

1-4 ３者（行政／地域／事業者）の役割分担 

2. コミュニティバス導入の条件 

 実証運行や本格運行の実施条件 

3. コミュニティバス導入の検討手順 

① ニーズ把握 

② 運行計画検討 

③ 実証運行・検証 

④ 本格運行・維持改善 

本会議で議論させていただきたい内容 
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コミュニティバスガイドラインの構成案 

今回、議論させていただきたい内容 

次回以降に議論させていただきたい内容 



1-1 コミュニティバスの役割 
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計画 該当箇所 コミュニティバス等に関連する記述 

基本構想 
まちづくりの 
基本方針 

 公共交通事業者との連携を図り、市民生活に密着したバス路線網をより充実・・・①
するとともに、一層の安全性・利便性の向上をめざした環境整備を進めます。 

都市計画 
マスター 
プラン 

  

２．都市整備の 
基本課題 

 今後、高齢化・少子化の進展が見通されており、高齢者・障害者をはじめだれもが
安心して住み続けられるよう・・・②、歩行者道路や住宅などの生活空間のバリアフ
リー化や、車を持たない人でも自由に移動できる交通体系づくり・・・②が必要です。 

５．将来都市像 
実現の基本方針 

 駅からの距離があって鉄道の利用が不便な地区については、主要な駅や施設への
移動をしやすくする・・・③ために、高齢化や環境問題にも配慮したバス・・・⑤などの
公共交通の充実を図ります。 

立地適正
化計画 

  

第３章 まちづくりの
基本方針、将来都
市構造 

 高齢者のニーズの多様化を見据え、一部に存在する公共交通不便地域の解消・・・
④や、運行本数の少ない地域におけるバス路線の拡充・・・④に向けて、交通事業者
との連携のもと必要な検討を進めます。  
 その中でも拠点へ向かうバス路線については、アクセス性を確保し各拠点の機能強
化・・・④を図るためにも、特に拡充を図っていきます。  

第７章 評価指標の
設定、進行管理 

 駅前におけるバスロータリーの整備、改良に伴うバス路線数の維持・拡充や、公共
交通不便地域へのコミュ二ティバスの運行を行うことで、市内全体の公共交通ネット
ワークが拡充・・・④されていることを確認。  

地域福祉
計画 

第４章 安心して 
暮らせるまちづくり 

 市内には 6 本の鉄道路線と 23 の駅と約 250 のバス停があり、都内へのアクセス
がよく公共交通の利便性の高いまちとなっていますが、今後、高齢化がますます進む
中で、バス停留所までが遠かったり、高低差のある地形などにより、交通を不便に感
じる人が増加・・・⑥することが予想されます。 
 公共交通機関の利用が難しい高齢者や障害者の移動をサポートする福祉有償運送
事業の利用者は、年々増加・・・⑥しています。 

 上位・関連計画の整理 

※丸数字は次頁の内容に対応 
上位・関連計画におけるコミュニティバス等の考え方 



① 市民生活に密着したバス路線網を充実させる 

② 高齢者・障害者、車を持たない人を含むだれもが利用できる 

③ 主要な駅や施設への移動をしやすくする 

④ 市内全体の公共交通ネットワークを拡充し、公共交通不便地域を解消 

⑤ バリアフリーや環境に配慮した車両・施設 

⑥ 公共交通機関の利用が難しい高齢者や障害者の移動をサポートする 

交通手段の確保 

1-1 コミュニティバスの役割 
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上位・関連計画におけるポイント 



1-1 コミュニティバスの役割 
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• 高齢者や障害者の移動をサポートする個別輸送は乗合輸送と区分 

 特定の個人を対象とした個別輸送（たとえば、老人ホームへのドアツードアの輸送）と、 

不特定多数の人を対象とした乗合輸送（たとえば、路線バスなどルートやダイヤが決まった路線）を区分す

る。 

 松戸市では、乗合輸送を公共交通と捉えて、コミュニティバスの導入を検討する。 

 既存の公共交通ネットワーク、 
民間のバス路線網を補完 

 公共交通不便地域の解消 

 市民生活に密着した施設への 
アクセス向上 

 高齢者・障がい者、子育て世代、 
自動車を持たない人などを含む 
全員のアクセシビリティを確保 



1-2 検討対象区域（公共交通不便地域） 
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 以下の手順で設定した公共交通 
不便地域を運行対象エリアとする 

：中和倉コース 
 （実証運行中） 

 公共交通不便地域の基準（所要
時間・本数） 

⇒「鉄道駅・バス停までの所要時間」、「路線バ
スの運行本数」の基準を設定 

 市民アンケート調査における公共
交通が不便だと感じる人の割合 

⇒「不満」の割合が50%に達した所要時間、運行
本数を基準とする 

 移動制約等も考慮 
（丘陵地等の高低差、大規模施設の立地、河川や線
路等） 

公共交通不便地域 

 公共交通不便地域の基準（距離・
本数） 

⇒「鉄道駅・バス停までの距離」、「路線バスの
運行本数」の基準を設定 



1-3 コミュニティバスのサービス水準 
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 サービス水準は、運行するコミュニティバスのコンセプトや基本方針を踏まえて 
運行ルートの特性を考慮、検討するもの 

 本水準は目安であり、地域にとって使いやすく、コンセプトに適した内容であれ
ば、柔軟に設定することを想定 

項目 サービス水準 サービス水準の考え方 

運賃体系 
（割引制度） 

民間の路線バスと同様の水準を基本 
（運賃170円～300円程度

※
） 

（割引：小学生、未就学児、障がい者及び介護者） 
※運賃は例であり、周辺の路線バス運賃等を考慮して設定 

路線バスと同様の水準に設定し、既存の路線と競合
しないように配慮 

運行頻度 

①運行間隔は1時間に1本程度 
（路線の形態や経費に応じて1日の運行本数を設定） 

②毎時間同じ時刻（毎時同分）にバスが来るラ
ウンドダイヤを基本 

一定程度の利便性確保のため1時間に1本以上の運
行本数の確保を検討 

利用者にとって分かりやすい、毎時同分の時刻表を
検討 

運行日 
平日運行を基本とし、休日需要が想定される 
路線については、休日運行も検討 

日常的な買い物、通院、通勤等を想定し、平日に運行 
沿線の主要施設等への交通ニーズ調査により、一定
程度の需要が見込める場合には休日の運行を検討 

運行時間帯 7時台～18時台までの運行を基本 
日常的な買い物、通院、通勤等を想定した時間帯の
運行を想定 

運行車両 
コミュニティバス（定員数28～35人

※
） 

※定員数は例であり、運転手を除く人数 

地域ニーズや道路状況、車両定員数などを考慮して
設定 

サービス水準 



1-4 ３者（地域／行政／事業者）の役割分担 
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 他の公共交通不便地域への展開を見据え、「地域」、「行政」 、「事業者」の 
「３者協働」により、コミュニティバスの効率的・効果的な導入・運行を実現 

 特に、新規導入の際には、当事者となる地域が主体となり、行政・事業者と 
「対等」の立場で、「地域」が「自ら」、「問題意識を持ち」、「考え」、「つくり」、 
「守り」、「育てる」体制を構築することが重要 

 地域が主体となることで、以下の効果が期待 
① 地域の実情・課題・ニーズ等を正確に把握 

② 利用者目線で、ルートや目的地、運行形態等の提案・計画が可能 

③ ルート設定やバス停設置等に係る地域内調整の円滑化 

④ 地域はコミュニティバスを積極的に利用し、広報等でも自発的に利用を促進 

           地域交通について問題意識を持ち、主体的に検討 地域 

     検討の技術的・財政的支援      運行・助言 行政 事業者 

３者の協働・ 
パートナーシップ体制 

の構築 

地域・行政・事業者の役割分担イメージ 
【想定される主な役割】 
・検討組織の立ち上げ 
・運行計画の作成 
 （ルート、運行形態の検討等） 

・利用促進の取組 
・沿線住民への説明・合意形成 
・地域情報、道路状況の確認 

【想定される主な役割】 
・道路状況の調査 
・需要推計、収支試算 
・実証運行実施の可否の判断 

・関係機関との調整 
・運行事業者の選定 
・法定協議会の開催 
・アンケート調査の実施 

【想定される主な役割】 
・運行計画に対する 
アドバイス 
・事業許可申請 

・実証実験運行 
・本格運行 

・利用者増、コスト削減
の努力 



今後のスケジュール 
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 ガイドラインの公表・運用開始までの大まかなスケジュール 

平
成
30
年
度 

本日 

平
成
31
年
度 

９月頃 
目標 

 第６回検討会議 

 策定方針について 

 ガイドライン素案完成 

 第７回検討会議 

 コミュニティバス導入条件・検討手順について 

 市民等からの意見聴取について 

 第８回検討会議 

 最終案について報告・承認 

 ガイドラインの公表・運用開始 

２月頃 

～年末 



参考資料 
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＜参考＞運行対象エリア（１） 

13 

さいたま市 相模原市 



＜参考＞運行対象エリア（２） 
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東村山市 春日部市 



＜参考＞運行サービス基準（１） 
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さいたま市 相模原市 



＜参考＞運行サービス基準（２） 
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土浦市 東村山市 



＜参考＞３者（地域／行政／事業者）の役割分担（１） 
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さいたま市 相模原市 



＜参考＞３者（地域／行政／事業者）の役割分担（２） 
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土浦市 東大和市 


